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第１章 

計画の目的と現状 

１－１ 計画策定の目的等 

（１－１－１）背景 

本町が有する公営住宅、特定公共賃貸住宅、及び地域定住化促進住宅（以下「公営住

宅等」という。）の既存ストック状況は、建築年次が平成元年以降と比較的新しい住宅を

有している状況であるが、他の施設や周辺自治体においても過去に建設した公共施設等

の大規模修繕や建て替えを行う大量更新の時期を迎えている。また、長期的な人口減少

による税収の減少、少子高齢化社会の進行による扶助費等の増大が見込まれ、より厳し

い財政状況が続くものと想定される中、効率的で効果的な事業運営が求められている。 

このような状況の中、本町では平成 29 年 3 月に公共施設等総合管理計画を策定し施

設の今後の在り方について基本的な方向性が示され、公営住宅等においても優先性を考

慮した効率的な維持管理、ニーズの多様化や高齢化の進展による需要の動向を踏まえた

機能確保、住宅需要の動向を踏まえた住宅供給を図る必要が生じている。 

 

（１－１－２）目的 

  本計画は、伊根町公共施設等総合管理計画の下位計画として、公営住宅等ストックの

適切なマネジメントを行うべく、適切な点検、修繕、これらのデータ管理等を行い、公

営住宅等の状況や公営住宅等に対する将来的な需要見通しを踏まえた各団地のあり方を

考慮した上で、効率的・効果的な団地別・住棟別での事業選定方法を確立するとともに、

長寿命化のための事業実施計画を作成することにより、長寿命化に資する予防保全的な

管理や改善を計画的に推進することにより、中長期的視点に立った町営住宅の適正な管

理運営を実現することを目的とする。 

 

１－２ 伊根町の公営住宅等を取り巻く状況 

（１－２－１）人口・世帯の状況 

本町の人口は、1950 年の 7,786 人をピークに減少傾向が続いており、2010 年におい

て 2,410 人、2015 年では 2,110 人に減少している。 

2015 年に策定した「伊根町まち・ひと・しごと創生地域人口ビジョン」による将来展

望では、2060 年の総人口は 1,152 人となることを見込んでいる。（図 1 参照） 
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（図 1）人口の将来展望 

 

（１－２－２）町内の住宅事情 

本町における共同住宅の整備状況は、民間経営の共同住宅や府営住宅はなく、本町が

管理運営する賃貸住宅のみとなっている。このため、本町への居住希望者は、町営又は

個人の戸建空家を貸借するか住宅の新築又は購入をしなければ住宅が確保できない状況

となっている。 

本町が他に行っている居住対策として、空家については、「空き家バンク登録制度」に

より居住希望者への情報提供を行い、町内への居住の促進を図っている。しかし、老朽

化したものが多いため多額の修繕費用が必要なものが多く、また登録数は 10 件程度と

少ない。その他の町の施策では、新築や購入による町外からの居住希望者に対し「定住

促進補助金」により建設、購入、又は改修への支援を行い、定住促進を図っている。 

 

（１－２－３）公営住宅等の整備現況 

  本町には、公営住宅が 4 団地 16 棟 34 戸、特定公共賃貸住宅が 1 団地 2 棟 8 戸、定住

化促進住宅が 4 団地 5 棟 21 戸ある。 

公営住宅、特定公共賃貸住宅はすべて世帯向けのものであり、間取りはすべて３DK、

住戸専用面積は 60 ㎡以上で、うち木造についてはすべて 70 ㎡以上となっている。 

  構造は、公営住宅日出団地 1 号棟、2 号棟、公営住宅本庄宇治団地 1 号棟、2 号棟、3

号棟が簡易耐火構造 2 階建て、特定公共賃貸住宅本庄宇治団地 A 棟、及び B 棟について

は鉄筋コンクリート造となっており、その他の公営住宅等はすべて木造となっている。 

建築時期は、公営住宅を平成元年度から平成 8 年度に、特定公共賃貸住宅を平成 10
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年度から平成 11 年度に、定住化促進住宅は平成 21 年度から平成 29 年度にかけて建築

されている。 

 

伊根町営住宅一覧表 

区分 団地名 構造 
住戸 

タイプ 
階数 管理戸数 棟数 竣工年度 

公営住宅 
平田団地 木造 ３ＤＫ ２ ８戸 ４棟 

Ｈ４ 

～Ｈ５ 

日出団地 

（１、２棟） 
簡耐２ ３ＤＫ ２ ６戸 ２棟 Ｈ１ 

日出団地 

（３、４棟） 
木造 ３ＤＫ ２ ４戸 ２棟 Ｈ８ 

本坂団地 

 
木造 ３ＤＫ ２ ８戸 ４棟 

Ｈ３ 

～Ｈ６ 

本庄宇治団地 

（１、２、３棟） 
簡耐２ ３ＤＫ ２ ６戸 ３棟 Ｈ３ 

本庄宇治団地 

４棟 
木造 ３ＤＫ ２ ２戸 １棟 Ｈ５ 

小計    ３４戸 １６棟  

特定公共 

賃貸住宅 

本庄宇治団地 

（Ａ、Ｂ棟） 
簡耐２ ４ＤＫ ２ ８戸 ２棟 

Ｈ１０ 

～Ｈ１１ 

小計    ８戸 ２棟  

定住化促

進住宅 

単身住宅 

日出団地 
木造 １ＤＫ １ ５戸 １棟 Ｈ２１ 

単身住宅 

井室団地 
簡耐２ １ＤＫ １ ３戸 １棟 Ｈ２４ 

単身住宅 

大原団地 
木造 １ＤＫ １ ５戸 １棟 Ｈ２９ 

平田団地 木造 ３ＤＫ ２ ３戸 １棟 Ｈ２７ 

大原団地 木造 ３ＤＫ ２ ５戸 １棟 Ｈ２９ 

小計    ２１戸 ５棟  

総計 － －  ６３戸 ２３棟  
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（１－２－４）公営住宅等の入居者の状況と空家状況 

公営住宅は、近年まで入居率が高く空き家状態が短い状況であったが、平成 25 年度

以降 10％から 20％の空家率となり、空家の増加がみられる。（図 2 参照）特に町内でも

山間部奥地に位置する本坂団地については、令和 3 年度末で 8 戸中 4 戸が随時募集であ

り、そのうち、空き家期間の状況が 4 年以上経つ住宅もある。また、他の公営住宅にお

いても退去による空き家が増加傾向にある。 

特定公共賃貸住宅については、退去による空き家が生じるものの、募集により入居が

ある状況であり、定住化促進住宅についても同様の状況となっている。なお、この二種

類の住宅は、総戸数が少ないため１戸当たりに占める率が 9～12％と高く、空家率の数

値としては高いが戸数としては１戸程度の空家状況となっている。募集に対して応募者

が多く入居が少ない事案は、欠格や辞退によるものと考えられる。（図 3,4 参照） 

 

（図 2）公営住宅の募集と入居状況 

 
（図 3）特定公共賃貸住宅の募集と入居状況 
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（図 4）定住化促進住宅の募集と入居状況 

 

（１－２－５）応募倍率、公営住宅での収入超過者や高額所得者の状況 

公営住宅等の募集方法については、管理戸数が少ないため空き家が生じた際、その都

度募集を行っている状況であり、応募がなければそのまま随時募集として公募している。

このため 1 回あたりの応募件数は 1 件となることが多く、応募倍率については、従来か

ら低い状況が続いている。 

公営住宅において収入超過者や高額所得者の占める状況は、平成２６年度から増加傾

向となっている。しかし、月額収入別の戸数に大きな変動はなく、収入分位の改正によ

ることが収入超過者や高額所得者が増えた大きな要因といえる。（図 5） 

収入超過者等への対応として退去勧告や命令を進めているが、特定公共賃貸住宅や定

住化促進住宅の空きがない場合が多く、転居先住宅の斡旋を行えない状況が生じており、

退去者の町外への流出も生じさせる結果となっている。 

     

（図 5）収入分位と月額収入の推移 
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（１－２－６）町全域の空家の状況 

公営住宅等を除く本町内の空家については、民間の共同住宅がなく戸建ての空家のみ

となっており、平成 25 年度の実態調査（「空き家対策について」伊根町廃屋・空き家緊

急対策検討会）では 195 件の空家があることが確認されており、全国的な動向と同様に

以降年々増える傾向にある。 

空家バンク登録などにより、家屋所有者と入居希望者を繋ぐ窓口を設けているが、古

い家屋が多く修繕費が多額となることから、売買や貸借に至らない状況となっている。

また、町外の空家所有者は、将来居住することや盆正月に帰省することを理由として空

家を手放さない状況となっている。 

 

（１－２－７）公営住宅等の立地条件、安全性、利便性等の状況 

  本町の公営住宅は、同一または隣接箇所に建替えられてきた経緯があり、現在におい

てはすべて平成元年以降に建設した住宅となっている。また、建築基準を満たし、世帯

向けについては３LDK（60 ㎡）以上と居住性も向上している。しかし、山間の多い集

落で構成する本町では山を背にした住宅が多く、土砂災害特別警戒区域等の指定地であ

ることや、日照条件が悪い、谷筋で湿気が多いことなど安全面と居住性の観点から問題

が生じている。特に公営住宅の建設地は土砂災害特別警戒区域に指定される箇所に位置

するものが多く、安全への対応が必要な状況となっている。 

  利便性については、設備や床面積は全体的に高い水準にある。しかし、立地条件とし

ては、交通の便益や冬季降雪などの環境により低い水準であり、公営住宅の利便性係数

も 0.9 以下ですべて設定されているところである。 
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公営住宅等別の土砂災害警戒区域等の指定状況 

 

（１－２－８）公営住宅の需要見通し  

「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年 8 月 国土交通省住宅局）」に示す公営

住宅等の需要の見通しに基づく将来ストック量の推計【中長期】を行った結果を次に示

す。 

公営住宅の入居対象となる「著しい困窮年収未満の世帯の総数※1」（表 1参照）につ

いては、町内のすべての貸家に居住する世帯数を示すものである。現状で公営住宅戸数

を上回っている状況であり、町営以外の公営住宅は立地されていないが、特定公共賃貸

住宅と定住化促進住宅で充足することができる。2030 年では公営住宅数と同等となり以

降も減少することが見込まれている。また、現時点においても公営住宅においては空家
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が生じていることから安全性や利便性等の立地の影響も含め公営住宅の戸数調整を検討

する必要がある。 

「世帯人員別の著しい困窮年収未満の世帯数」（表 2参照）でみると 60 歳以上の単身

高齢者と二人暮らし世帯が常に半数を超える割合となることが推計されている。現状に

おいても多くの公営住宅において同様の状態であるが、公営住宅の既存ストックはすべ

て一般世帯向けであり、今後も世帯規模と住宅規模及び間取りに不釣合いが生じていく

ことが予想される。 

                                      

※１「著しい困窮年収未満の世帯の総数」とは、低い所得のために世帯構成に適した規模（最低居住面積 

水準）の住宅を自らの収入で確保することができない借家世帯を、将来人口・世帯数を基に推計し

たものです。 
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（１－２－９）状況についてのまとめ 

本町における公営住宅等は、最も古い住宅で平成元年に建設されていることから、昭

和 56 年に定められた新耐震基準を満たしており、個別住宅の耐震基準等の構造的問題

などは少ない。しかし、立地的問題は多く、中でも土砂災害等の安全対策が必要となる

住宅がある。このため、必要となる安全対策費を考慮した事業計画が必要と考えられる。 

また、住宅区分による需要の変化もみられている。公営住宅は需要が減少傾向にあり、

逆に特定公共賃貸住宅や定住化促進住宅などは、建設後から空家の発生率は低く需要が

高い状況となっている。 

公営住宅の需要減少要因については、平成 19 年度の法改正により低所得者の対象と

なる収入額が引き下げられたことに伴い、入居基準内であった入居者が所得超過者とな

り退去が進んだこと、また、新基準内低所得者からの応募者がないことから、公営住宅

のみ空家が増える要因となっていると考えられる。また、新基準内低所得者からの応募

者がない理由としては、利便性や雇用機会の低い過疎地域へ転入し生活再建を行ってい

くことが難しい状況が背景にあることが考えられる。 

「伊根町過疎地域持続的発展市町村計画（令和 3 年度～令和 7 年度）」においては、

子育て世代や若年単身者の地域就業を目的とした定住化促進住宅等の住宅需要に不足が

生じており、就業機会確保のため需要に見合った供給を進めていく必要があると明示さ

れている。 

以上のことから、住宅セーフティネットの確保及びバランスを確保しつつ、公営住宅

の用途廃止や目的外使用の検討、各地域の実情に応じた住宅の整備を推進していく必要

がある。 
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第２章 

計画基本方針 

２－１ 長寿命化に関する基本方針 

（２－１－１）ストック状況の把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 

ストック状況を適正に把握するため定期点検等を行い、建物の老朽化や劣化による事

故を未然に防止するとともに、修繕や改善の効率的な実施を図る。 

①定期点検及び日常点検の実施 

町が管理する公営住宅等において建築基準法第 12 条に規定される「法定点検」の対

象となる住宅はないが、国土交通省が公開する「公営住宅等日常点検マニュアル」を活

用し、定期的な巡回や小規模修繕時などの日常業務の中で適宜建築物の状況を確認し、

その結果を記録する。 

②点検結果に基づく修繕の実施 

点検の結果、緊急性の高いものを除き、必要に応じて次年度以降の修繕計画に盛り込

むものとする。 

③点検結果と修繕内容のデータ管理 

点検結果及び修繕履歴については、国土交通省が公開する「公営住宅等維持管理デー

タベース」を活用し記録を行う。 

 

（２－１－２）改善事業の実施による長寿命化 

安全性、居住性、省エネルギー性の低い住宅については、改善事業を実施し住宅機能

の向上を図る。 

改善事業は、今後の事業計画に明示し、計画に沿った改善を実施していくものとする。 

 

（２－１－３）ライフサイクルコスト（LCC）の縮減に関する方針 

従来の対処療法的な維持管理から、予防保全的な点検に基づく修繕と住宅機能の向上

を図る改善事業の実施に転換し、公営住宅等の長寿命化を図る。 

将来、建替事業を見込む団地について予防保全的な点検に基づく修繕事業、改善事業、

及び建替事業のいずれの事業を行うかの判断は、ライフサイクルコストの縮減効果によ

り判断する。 

ライフサイクルコストとその縮減効果の算出方法は、第６章に明示する。 

 

２－２ 計画期間 

本計画期間は、令和 4 年度（西暦 2022 年度）から令和 13 年度（西暦 2031 年度）ま

での 10 年間とする。ただし、長期的な管理の見通しを示す必要があることから、事業
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計画については令和 4 年度（西暦 2022 年度）から令和 33 年度（西暦 2051 年度）まで

の 30 年間とする。 

また、社会情勢の変化、事業進捗に応じ概ね 5 年ごとに計画の見直しを行う。 

 

  



- 14 - 
 

第３章 

計画対象と事業手法の選定 

３－１ 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定と状況の把握 

（３－１－１）対象 

この計画に位置付ける対象住宅は、本町が管理運営する全ての公営住宅、特定公共賃

貸住宅及びそれらに付随する施設を対象とする。 

【公営住宅】 

  日出団地・・・・・４棟１０戸 

  平田団地・・・・・４棟８戸 

  本庄宇治団地・・・４棟８戸 

  本坂団地・・・・・４棟８戸 

【特定公共賃貸住宅】 

  本庄宇治団地・・・２棟８戸 

 

（３－１－２）団地別・住棟別状況 

事業手法の選定にあたっては、団地別や住棟別の状況を適正に把握する必要があること

から、以下の項目を調査し、その結果を取りまとめる。 

１）団地別・住棟別の基礎的項目 

 団地諸元（所在地、敷地面積、法規制、戸数）・団地諸元（建築年度、構造、階数、戸数） 

２）団地別・住棟別事業手法の選定に必要な項目 

 団地単位 

  需要・効率性・立地 

 住棟単位 

  躯体の安全性・避難の安全性・居住性 

３）維持管理の計画に必要な項目 

団地単位 

  共用施設・供給・処理・履歴（修繕・改善） 

 住棟単位 

躯体外装・電気設備・機械設備・履歴（修繕・改善） 
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■団地単位

（イ）効率性（高度利用）の評価

　　　敷地の高度利用の可能性等を検討し、建替事業の効率性を評価する。

　　　団地の敷地現状と係る法規制により高度利用の可能性等がある場合は、団地を継続管理することに適するものと評価する。

1号棟、2号棟 3号棟、4号棟 1号棟、2号棟 3号棟、4号棟 1号棟～3号棟 4号棟 1号棟、2号棟 3号棟、4号棟 Ａ棟 Ｂ棟

規模 1,240.96㎡ 582.86㎡ 728.12㎡ 747.64㎡ 944.53㎡ 335.81㎡ 476.05㎡ 194.45㎡ 1,572.47㎡ 1,572.47㎡

形状 高低差あり 高低差あり

敷地分散

高低差なし

敷地分散

高低差なし

高低差あり 高低差あり 高低差なし 高低差なし 高低差なし 高低差なし

用途地域

容積率

都市計画法

等規制区域

等

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

凡例　　　〇敷地利用上の大きな制限なし、×敷地利用上大きな制限あり

都市計画区域外

指定なし

指定なし

景観計画区域

伝統的建造物郡保存地区

景観計画区域 景観計画区域 景観計画区域

都市計画区域外

指定なし

指定なし

都市計画区域外

指定なし

指定なし

都市計画区域外

指定なし

指定なし

評価項目

敷地

高度利用

可能性評価

法規制

景観計画区域

伝統的建造物郡保存地区

日出団地

都市計画区域外

指定なし

指定なし

平田団地 本庄宇治団地 本坂団地 本庄宇治団地

公営住宅 公営住宅 公営住宅 公営住宅 特定公共賃貸住宅
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■住棟単位

（b）避難の安全性の評価

    二方向避難の確保の状況を評価する。

団地名

種別

住棟番号 1号棟 2号棟 3号棟 4号棟 1号棟 2号棟 3号棟 4号棟 1号棟 2号棟 3号棟 4号棟 1号棟 2号棟 3号棟 4号棟 Ａ棟 Ｂ棟

二方向避難 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

避難の安全性

の評価

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

日出団地 平田団地 本庄宇治団地 本坂団地 本庄宇治団地

公営住宅 公営住宅 公営住宅 公営住宅 特定公共賃貸住宅
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■住棟単位

（ｃ）住棟の居住性に係る改善の必要性の有無

   居住性に課題がある場合、原則、改善等の実施が必要となる。居住性に係る改善の必要性の判定を行う。

団地名

種別

住棟番号 1号棟 2号棟 3号棟 4号棟 1号棟 2号棟 3号棟 4号棟 1号棟 2号棟 3号棟 4号棟 1号棟 2号棟 3号棟 4号棟 Ａ棟 Ｂ棟

住戸面積

（40㎡以上）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

浴室設置済 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

3点給湯設置済 × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × × × × × × 〇 〇

下水道接続又は

浄化槽設置済

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × × × × × × 〇 〇

外壁劣化状況

※1

× 〇 〇 × 〇 × × 〇 × × × × × × × × × ×

屋上防水

劣化状況

※2

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

屋上

なし

評価結果

3点給湯

検討

外壁劣化

修繕

3点給湯

検討

ー

外壁劣化

修繕

ー

外壁劣化

修繕

外壁劣化

修繕

ー

3点給湯

排水設備

検討

外壁劣化

修繕

3点給湯

排水設備

検討

外壁劣化

修繕

3点給湯

排水設備

検討

外壁劣化

修繕

3点給湯

排水設備

検討

外壁劣化

修繕

3点給湯

排水設備

検討

外壁劣化

修繕

3点給湯

排水設備

検討

外壁劣化

修繕

3点給湯

排水設備

検討

外壁劣化

修繕

3点給湯

排水設備

検討

外壁劣化

修繕

外壁劣化

修繕

外壁劣化

修繕

判定結果

改善

必要

改善

必要

問題なし

改善

必要

問題なし

改善

必要

改善

必要

問題なし

改善

必要

改善

必要

改善

必要

改善

必要

改善

必要

改善

必要

改善

必要

改善

必要

改善

必要

改善

必要

※1、2　当面の間、大規模な修繕は不要の場合〇、10年以内に大規模な修繕が必要な場合×

公営住宅 公営住宅 公営住宅 公営住宅 特定公共賃貸住宅

日出団地 平田団地 本庄宇治団地 本坂団地 本庄宇治団地
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3)維持管理の計画に必要な項目

公営住宅　日出団地

【団地単位】

備考

現状 共用施設 駐車場 （数、方式） あり　　なし

駐輪場 あり　　なし

児童遊園 あり　　なし

★ゴミ置場 あり　　なし

供給処理 給水方式 水道本管に接続

排水方式 一般排水管へ接続（分流式）

受電方式

ガス方式 LPG

ＴＶ方式

【住棟単位】

1号棟 2号棟 3号棟 4号棟

仕様・劣化 躯体・外装 ★外壁 ありorなし あり なし なし あり

状況等 ★屋根防水 ありorなし - - - -

★バルコニー床 ありorなし なし なし なし なし

★廊下・階段室床 ありorなし なし なし なし なし

★バルコニー手摺 ありorなし なし なし なし なし

★廊下・階段室手摺 ありorなし なし なし なし なし

★窓サッシ ありorなし なし なし なし なし

★玄関扉 ありorなし なし なし なし なし

設備 ★給水管（屋外、竪管） ありorなし なし なし なし なし

★雑排水管 ありorなし なし なし なし なし

★汚水管 ありorなし なし なし なし なし

★雨水管 ありorなし なし なし なし なし

★ガス管 ありorなし なし なし なし なし

機器 浴室タイプ BLマーク表示品 1116型

給湯器 ガス給湯器 　LPG仕様

流し台 ステンレス流し台L=1,200　ガスコンロ台L=600

洗面化粧台 L=600

★ ：定期点検、日常点検の対象項目
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公営住宅　平田団地

【団地単位】

備考

現状 共用施設 駐車場 （数、方式） あり　　なし

駐輪場 あり　　なし

児童遊園 あり　　なし

★ゴミ置場 あり　　なし

供給処理 給水方式 水道本管に接続

排水方式 一般排水管へ接続（分流式）

受電方式

ガス方式 LPG

ＴＶ方式

【住棟単位】

1号棟 2号棟 3号棟 4号棟

仕様・劣化 躯体・外装 ★外壁 ありorなし なし あり あり なし

状況等 ★屋根防水 ありorなし - - - -

★バルコニー床 ありorなし なし なし なし なし

★廊下・階段室床 ありorなし なし なし なし なし

★バルコニー手摺 ありorなし なし なし なし なし

★廊下・階段室手摺 ありorなし なし なし なし なし

★窓サッシ ありorなし なし なし なし なし

★玄関扉 ありorなし なし なし なし なし

設備 ★給水管（屋外、竪管） ありorなし なし なし なし なし

★雑排水管 ありorなし なし なし なし なし

★汚水管 ありorなし なし なし なし なし

★雨水管 ありorなし なし なし なし なし

★ガス管 ありorなし なし なし なし なし

機器 浴室タイプ BLマーク表示品 1116型

給湯器 ガス給湯器　16号　LPG仕様

流し台 ステンレス流し台L=1,500　ガスコンロ台L=600

洗面化粧台 L=750

★ ：定期点検、日常点検の対象項目
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公営住宅　本庄宇治団地

【団地単位】

備考

現状 共用施設 駐車場 （数、方式） あり　　なし

駐輪場 あり　　なし

児童遊園 あり　　なし

★ゴミ置場 あり　　なし

供給処理 給水方式 水道本管に接続

排水方式 U字側溝に放流

受電方式

ガス方式 LPG

ＴＶ方式

【住棟単位】

1号棟 2号棟 3号棟 4号棟

仕様・劣化 躯体・外装 ★外壁 ありorなし あり あり あり あり

状況等 ★屋根防水 ありorなし - - - -

★バルコニー床 ありorなし なし なし なし なし

★廊下・階段室床 ありorなし なし なし なし なし

★バルコニー手摺 ありorなし なし なし なし なし

★廊下・階段室手摺 ありorなし なし なし なし なし

★窓サッシ ありorなし なし なし なし なし

★玄関扉 ありorなし あり あり あり なし

設備 ★給水管（屋外、竪管） ありorなし なし なし なし なし

★雑排水管 ありorなし なし なし なし なし

★汚水管 ありorなし なし なし なし なし

★雨水管 ありorなし なし なし なし なし

★ガス管 ありorなし なし なし なし なし

機器 浴室タイプ BLマーク表示品 1116型

給湯器 ガス給湯器　16号　LPG仕様

流し台 ステンレス流し台L=1,500　ガスコンロ台L=600

洗面化粧台 L=750

★ ：定期点検、日常点検の対象項目
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公営住宅　本坂団地

【団地単位】

備考

現状 共用施設 駐車場 （数、方式） あり　　なし

駐輪場 あり　　なし

児童遊園 あり　　なし

★ゴミ置場 あり　　なし

供給処理 給水方式 水道本管に接続

排水方式 U字側溝に放流

受電方式

ガス方式 LPG

ＴＶ方式

【住棟単位】

1号棟 2号棟 3号棟 4号棟

仕様・劣化 躯体・外装 ★外壁 ありorなし あり あり あり あり

状況等 ★屋根防水 ありorなし - - - -

★バルコニー床 ありorなし なし なし なし なし

★廊下・階段室床 ありorなし なし なし なし なし

★バルコニー手摺 ありorなし なし なし なし なし

★廊下・階段室手摺 ありorなし なし なし なし なし

★窓サッシ ありorなし なし なし なし あり

★玄関扉 ありorなし なし なし なし なし

設備 ★給水管（屋外、竪管） ありorなし なし なし なし なし

★雑排水管 ありorなし なし なし なし なし

★汚水管 ありorなし なし なし なし なし

★雨水管 ありorなし なし なし なし なし

★ガス管 ありorなし なし なし なし なし

機器 浴室タイプ BLマーク表示品（壁材質樹脂化粧鋼板）1216型

給湯器 ガス給湯器　16号　LPG仕様

流し台 ステンレス流し台L=1,500　ガスコンロ台L=600

洗面化粧台 L=750

★ ：定期点検、日常点検の対象項目
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３－２ 団地別・住棟別の事業手法の決定 

（３－２－１）事業手法 

本計画期間に定める事業手法は、以下に示す項目とする。 

事業手法 内  容 

建替  現存する町営住宅を除却し、その敷地内又は近隣に新たに建設するもので、団地の

統合による建替えを含む。 

【標準管理期間】耐用年数

※

に同じ。 

維持管理 全面改善  住棟単位又は団地単位で行われる全面的な改善を行なうもの。 

【標準管理期間】改善後 30 年以上 

個別改善  規模増改善、住戸改善、共用部分改善及び屋外・外構改善を行う事業

で、次に掲げる改善を行なうもの。 

・規模増改善 

  住戸の増築、複数住戸の結合又は住戸境の変更その他の改善で居住

室の床面積の増加を行なうもの。 

・住戸改善 

  住戸部分の改善を行なうもの。 

・共用部分改善 

  共用部分の改善を行なうもの。 

・屋外・外構改善 

  屋外及び共同施設を含む外構部分の改善を行なうもの。 

【標準管理期間】改善後 10 年以上 

修繕 住宅の効用を維持するために行う修繕で、突発的な小規模修繕又は計画

修繕により行うもの。 

その他  

用途廃止  耐用年数が経過し、将来にわたり団地を継続していくことが不適当と判断されるも

の。用途廃止する際は、本計画とは別に敷地の有効活用を別途検討する。 

※ 耐用年数 

耐用年数は、公営住宅法で定めるものと同様、次の年数を基本とする。 

構  造 年 数 

耐火造（低耐・中耐・高耐） 70 年 

簡易耐火造（二階建） 45 年 

木造・簡易耐火造（平屋建） 30 年 
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（３－２－２）事業手法の選定方法 

事業手法の選定については、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年 8 月 国土

交通省住宅局）」に示す以下のフロー図に沿って行う。 
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① 公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計 

本計画中、「３．伊根町の公営住宅等を取り巻く状況」に示す推計による。 

② １次判定 

団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づき団地・住棟別に事業手法の仮設

定を行う。 

②-1 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

各団地の、「需要」「効率性」「立地」について評価し、すべての評価項目が活用に

適する場合には、将来にわたり「継続管理する団地」として仮設定し、いずれかの

評価項目が活用に適さない場合は「継続管理について判断を保留する団地」とする。 

②-2 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

耐震性の必要性の有無と、必要な場合はさらに耐震改修の可能性を評価する。 

避難の安全性について、設計図書等により二方向避難及び防火区画の確保の状況

を評価し、確保されていない場合はさらに確保の可能性を評価する。 

居住性の現状及び改善の必要性について次の項目を評価し、課題がある場合は残

りの共用期間等を勘案し評価する。 

・住戸面積・省エネルギー性・バリアフリー性（手すり・廊下幅・段差） 

・設備状況（給湯・浴室浴槽・洗面） 

③ ２次判定 

１次判定において管理方針の判断を留保した、又は改善が必要・可能と仮設定した団

地・住棟の事業手法の仮設定を行う。 

 ③-1【グループＡ】LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 

ライフサイクルコスト（LCC）の比較や計画期間内の建替事業量の試算を踏まえ改

善か建替かの仮設定を行う。 

 ③-2【グループＢ】将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 

将来のストック量を踏まえ、継続管理するか建替を前提としない当面管理とするか

の仮設定を行う。また、需要に対する供給不足が見られる場合は新規整備の検討も併

せて行う。 

④ ３次判定 

２次判定において仮設定した団地・住棟について、次の項目により再判定及び調整検

討を行い、長期的（30 年）な管理見通しを作成し、本計画期間における事業手法を決定

する。 

 ・集約又は再編の可能性を踏まえた事業手法の再判定を行う。 

・事業費を試算し、優先性、効率性及び予算配分を踏まえた事業実施時期の調整検討を

行う。  
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（３－２－３）１次判定 

①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

項目 判定内容 ◯（活用に適する） ×（活用に不適） 

需要 応募倍率

※

、空家率

※

 

応募倍率が高い、若しくは

空家率が低い 

左記以外 

効率性 敷地利用上の大きな制限 無 有 

立地 災害危険区域等

※

危険性の有無 無 有 

判定結果 

上記すべてに該当する場

合 ⇒ 継続管理する。 

 

ひとつでも「×」がある場

合 ⇒ 継続管理につい

て判断を留保する。 

※応募倍率・・・過去 5 年平均による団地別での資格要件を満たす応募倍率が 100％以上となる場合を「高い」とする。 

※空家率・・・過去 5 年平均による団地別での空家率が 10％未満となる場合を「低い」とする。 

※災害危険区域等・・・建築基準法第 39 条の災害危険区域及びその他法令等に基づき災害の発生により生命または身

体に著しい危険が生じるおそれがあると認められる区域（例：土砂災害特別警戒区域）。 

 

②-1 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性（安全性） 

項目 判定内容 ◯ △ × 

躯体の安全性 耐震改修の必要性 改修の必要性なし 対応が必要で改善可能 対応が必要で改善不可能 

躯体の安全性 土砂災害対策の必要性 対策の必要性なし 対応が必要で改善可能 対応が必要で改善不可能 

避難の安全性 二方向避難の確保 確保済み 対応が必要で改善可能 対応が必要で改善不可能 

判定結果 

全て「◯」の場合 

⇒ 安全対策不要 

ひとつでも「△」があ

り、「×」がない場合 

⇒ 優先的な対応が必

要（改善可能） 

ひとつでも「×」がある場

合 

⇒ 優先的な対応が必要

（改善不可能） 

 ⇒ ②-2 へ  ⇒ ②-2 へ ⇒ 終了 

 

②-2 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性（居住性） 

項目 判定内容 ◯ × 

居住性 居住面積水準（住戸面積） 40 ㎡以上 40 ㎡未満 

浴室設備水準（浴室設備） 設置済 未設置 

給湯設備水準（3 点給湯） 設置済 未設置 

排水設備水準 

（下水道接続又は浄化槽設置） 

接続・設置済 未接続・未設置 

外壁劣化状況 当面の間、大規模な修繕は不要 10 年以内に大規模な修繕が必要 

屋上防水劣化状況 当面の間、大規模な修繕は不要 10 年以内に大規模な修繕が必要 

判定結果 
全てが◯ ⇒ 改善不要 

ひとつでも「×」がある場合 

⇒ 改善が必要 
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（３－２－４）選定の結果（１次判定） 

 

 

 

【グループＡ】継続管理する団地のうち、改善か建替かの判断を留保する団地・住棟 

【グループＢ】継続管理について判断を留保する団地・住棟 

 

（３－２－５）２次判定 

①LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定【グループＡ】 

1 次判定結果で【グループＡ】と仮設定した団地において、LCC 縮減効果の有無と当

面の立替事業量の試算を踏まえ 2 次判定の指標とする。 

・LCC 算定プログラムには木造住宅モデルが想定されていないため、建設費は推定再建築

費とする。 

・改善費用には、長寿命化改善のほか機能向上に必要な費用も含める。 

 

②将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定【グループＢ】 

ストック推計を踏まえ将来的な活用戸数を勘案し、将来にわたって「継続管理する団

地」とするか、将来的に用途廃止することを想定した「当面管理する団地」とするかの

判定を行う。また、事業手法を仮設定する。 

 改善不要 改善必要 

優先的な対

応が必要 

(改善可能) 

優先的な対応

が必要 

(改善不可能) 

継続管理す

る団地 

公営住宅 ・平田団地 3 号

棟（2 戸） 

 ・日出団地 3,4

号棟（4 戸） 

・平田団地 1 号

棟（2 戸） 

 

特公賃住宅   ・本庄宇治団地 

（8 戸） 
 

 

計 2 戸 0 戸 14 戸 0 戸 

判断を留保

する団地 

公営住宅 ・本坂団地 

（8 戸） 

  ・日出団地 1,2

号棟（6 戸） 

・平田団地 2,4
号棟 

（4 戸） 

・本庄宇治団地 
（8 戸） 

特公賃住宅  

 

   

計 8 戸 0 戸 0 戸 18 戸 

グループ A 
グループ B 
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（３－２－６）選定の結果（２次判定） 

 
改善不要 改善必要 

維持管理 改善 建替 用途廃止 

【A グループ】

継続管理する

団地 

公営住宅 ・平田団地 3

号棟（2 戸） 

 

・日出団地 3,4

号棟（4 戸） 
・平田団地 1 号

棟（2 戸） 
 

  

特公賃住宅  ・本庄宇治団地 

（8 戸） 
 

  

計 2 戸 14 戸 0 戸 0 戸 

【B グループ】

当面管理する

団地（建替を前

提としない） 

公営住宅    ・日出団地 1,2

号棟（6 戸） 

・平田団地 2,4
号棟（4 戸） 

・本庄宇治団地 

（8 戸） 
・本坂団地 

（8 戸） 

特公賃住宅   

 

  

計 0 戸 0 戸 0 戸 26 戸 

 

（３－２－７）３次判定 

集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定を行う。 

①  ３次判定の考え方 

３次判定では、１次判定と２次判定の結果を踏まえ「集約・再編等の可能性を踏まえ 

た団地・住棟の事業手法の再判定」、「事業費の試算及び事業実施期間の調整検討」、「長

期的な管理の見通しの作成【30 年程度】」の検討を行い計画期間における事業手法の決

定を行う。 

②  集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

１次判定と２次判定の結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異 

なる事業手法に判定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に

応じて建替えや改善等の事業手法を再判定します。あわせて、効率的な事業実施や地域

ニーズへの対応等の観点から総合的な検討を行う。 

 

●団地単位での効率的活用に関する検討 

検討内容 判定 

改善、建替えと判定された住棟が混在する

団地において、より効率的な事業実施が可能

二次判定の結果により改善・建替と判定さ

れた住棟が混在する団地が無いため、 
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となる場合は判定の見直しを検討する。 判定の見直しは無しとする。 

 

●集約・再編等の可能性に関する検討 

検討内容 判定 

一定の地域において複数の団地が混在す

る場合等は、地域の実情を踏まえて集約・再

編等の可能性を検討する。 

建替え（新規整備）を行わないため、集 

約・再編は実施しない。 

 

 

●地域ニーズへの対応等の総合的な検討 

検討内容 判定 

地域ニーズに応じた医療・福祉施設や生活支

援施設等の導入について検討する。 

建替え（新規整備）を行わないため、集 

約・再編は実施しない。 

 団地周辺において計画されている整備事

業との連携を検討する。 

効率的な事業実施や、地域におけるソーシ

ャルミックス等を検討する。 

その他地域の特性に応じた検討する。 

 

（３－２－８）選定の結果（３次判定） 

１次判定と２次判定の結果を踏まえて検討を行ったところ、以下の結果となった。 
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（３－２－９）事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

中長期的な期間（３０年程度）のうちに想定される新規整備事業、改善事業、建替え事

業、用途廃止事業に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てる。また、事業量及

び事業費が時期的に偏在するなど、試算結果に問題がある場合は、将来にわたる事業実施

が可能となるよう事業実施時期を調整して、改めて試算し問題がないか確認を行う。 

これらの検討により、新規整備事業、改善事業、建替え事業などの実施時期を決定すると

ともに、年度別事業費を試算する。 

 なお、３次判定の結果から、新規整備事業及び建替え事業については、事業を行う予定

がないため、今回は試算しないものとする。また、判定結果として、改善事業と用途廃止

を行うこととなったが、用途廃止後の施設について、多方向から活用方法の検討すべき必

要があることから、本計画においては改善事業として試算を行うものとする。（表 3,4 参照） 
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（表 3） 
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（表 4） 
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第４章 

手法別の実施方針 

４－１ 点検の実施方針 

法定点検については、法令に基づく適切な点検を実施する。 

法定点検の対象外の住棟においては、建築基準法第 12 条の規定に準じた点検を 3 年

ごとを目安に実施する。 

また、すべての住棟を対象に日常点検を実施する。日常点検は、「公営住宅等日常点検

マニュアル（平成 28 年 8 月 国土交通省住宅局住宅総合整備課）」に則り実施すること

を基本とする。 

点検の結果は、町営住宅管理データベースに記録し、修繕・維持管理の的確な実施や

次回の点検に役立てるものとする。 

 

４－２ 計画修繕の実施方針 

修繕の実施にあたり、建物の内外装・設備等において各々定める修繕終期を目安とし

て、修繕工事の内容、修繕時期、必要な費用などを長期修繕計画によりあらかじめ想定

するとともに、定期点検や日常点検結果を踏まえた予防保全的な観点による修繕計画を

策定し、計画的な修繕を行なうものとする。 

点検時において部分的に劣化が著しい部位が確認された場合などは、速やかに部分補

修を行うなどの対応を行い、当該部位全体の状態を確認したのち、必要に応じ修繕計画

における実施時期について随時見直しを行うものとする。 

 

４－３ 改善事業の実施方針 

  長期的な活用を図ることを目的とし、改善事業の必要性や効果を十分考慮した上で、

対象住棟を決定していくものとする。 

  耐震や土砂災害対策などの安全性確保を優先的に行い、耐久性の向上や躯体の劣化低

減、維持管理の経済性と効率性の向上の観点から予防保全的な改善を行うことを主体と

する。 

  居住性や福祉対応については、現在一定の水準が確保されているが、一般的水準を下

回る設備等については、計画的な改善をすすめることとする。 

  改善計画は、社会情勢の変化等を踏まえ、見直しを行うこととする。 

 

４－４ 建替事業の実施方針 

長期的な需要見通しを踏まえ、公営住宅においては、需要見通し量に応じた建替事業

を基本とし、地域状況に応じ集約・再編、用途廃止を行うものとする。 
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建替を計画する場合は、改善事業による既存ストックの長寿命化を行った場合との

LCC を比較し、安全性の確保や、その他の優位性など立替を行うに十分な必要性を整理

するものとする。 

また、建替事業実施にあたり、公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律

を踏まえ、周辺環境に配慮した木造 2 階建相当での整備を進めるものとする。 
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第５章 

事業実施計画 

５－１ 長寿命化のための事業実施計画 

  需要が低い団地、災害特別警戒区域に該当する立地の悪い団地については、用途廃止

をすることとし、本計画期間内において必要となる維持、改善、建替え、その他の事業

については、次のとおり実施を予定する。 

   

（５－１－１）維持・改善に係る事業予定一覧   様式１ 

（５－１－２）建替に係る事業予定一覧      様式２ 

（５－１－３）共同施設部分に係る事業予定一覧  様式３ 
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第６章 

ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

６－１ ライフサイクルコストとその縮減効果の算出方法 

（６－１－１）基本的な考え方 

  調査の結果により、公営住宅等の老朽化が躯体本体に影響する程度ではないと判断さ

れた。 

  したがって、当面の間、建替は行わず、計画修繕・改善により維持管理を行うため、

これに伴うライフサイクルコスト削減効果は算出しない。 

  なお、日常管理計画に基づく点検により、躯体に問題を生じさせる変状が発現した場

合は、詳細調査を実施し、公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年 8 月改定）にお

けるライフサイクルコスト（LCC）算出の考え方に基づき、新規・建替えを行う。 

 

 

 

 


